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協業経営の形成に関する理論的考察















( i ) 協業経営を形成すべき個人経営はそれぞれ同ーの市場条件のもとで
同一技術を体現する尚一規模の資本（土地を含む）をもって運営されている。























( 2. 1 ) y ＝π＋ w ( lー l) 









2π／at＝πl > 0 かっθ町／θl＝πl < 0 と仮定する。
2-
????
そのとき， yを最大Kする l= l 'ti( 2.1 ）式より，
問題〔 A〕「制約条件Jさ Iのもとで， π－wIを最大にせよ。」
を解くことによコて得られる。ただし， π－wlは収益から機会費用としての
賃金費用を控除したものであり，「個人経営の利潤」である。
L、ま， arc1 or w 
( 2.3） πl = w la 
A A 第 A





部の曲線 opはπ〔l〕を， またi直線 oqは w［ を
示している。 lk対応して，曲線 op および直線
。
q 
~ - ~ - ~ 
逆に iさ lのとき l三 lである。 Ik：対応して，
金 A




て， yち rk+ w［または （2. 1 ）式を利用して
- z ー



















( 3. 1 ) 一一－ － y ＝首十 w l l一言 J+rlk-k)
＝十τ－w Lー rK ）十WL十 rk一一
とえEる。ただし，構成員数Nが与えられたとき，矯成員一人当りの必要な出資
額は
( 3.2 ) k =K/N （ただし， kζk) 
によって決定される。
ところで，協業化が有利になるためには， ( 3. 1 ）式のyが個人経営の最大
所得よりも大になることが必要であるから， ( 2.1 ）式を利用すれば，この条
件は
( 3. 3 ）占〔廿 wL-rK）＞ π＊－w/-rk 
＊ ー









f l * ＊ー
( 3. 3 ) ま〔甘－ wL-rK〕＞max〔π －wt・_:rk. o〕である。
しかし，個人経営の持続条件（ 2. 4 ）式が成立するならば， ( 3. 3 ）’式は，
( 3. B l 式 lζー殺する~12)
さて，協業収益函数
( 3.4 ）甘＝甘〔 L〕
を設定し， ( 2. 2 ）式と同様の鎧白から， θπ／ θL＝＝甘L>oかっθ甘L/
θL＝＝甘LL<oと仮定しよう。そのとき，（ 3. 1 ）式を（所与のNおよびKの
もとで）；最大にする L= Li;t 
問題〔 B〕「制約条件NIさ Lのもとで TT-w Lを最大にせよ。」
を解く乙とによって得られる。いま，
( 3. 5 ）甘L=w 












( B‘6 ) R = ( 甘干－ wL-rKl-N（π
各 ー
- w I -rk l 















( 3, 7 l d R = ( N l -L l dw ｛ただし dw>o l 
だけの協業利益の変化をもとなう。もしNがその最小値K/kをとれば，（ 3. 
7 ）式は
事 司ー ＊ 









(38ldR＝山〔 N~ － 1 〕 ｛ただし， dK> o) 










益を追求していた権成員をもっ協業経営で．乙のような万式（ < a1bt l万式）が
採用され，かっ円滑に機能することはほとんど不可能である。事実，他の栂成
員がLて／Nの協業労働を忠実に実行しているとき，一権成員は－ di iだけ協業









( 4, 1 ) yν＝言十 w ( l l.）十r( k -k J 







( 4, 2 ）甘L=Nw
0 －ー
の解を L’とすれば， LI <N lのとき L=L＇，逆 IC::L’主NIのとき L=
N lである。 Loに対応して、尚z決定される。
第 2図上半部の曲線AI B F は甘L/Nを示し，これと賃金率線wとの交点が
L’を決定する。同じ｛下半部において，曲線OPおよび直線OQ上K L'IL 。
対応してそれぞれ点 S’および T’をとれば. L= L’のときの現実の協業利
潤は距離 S' T’となり，明らかに距離STよりも小となる。
いま， ( a1b1）万式のもとでの純協業利潤と（a2 bi）万式のもとでの純協業利潤
との差，すなわち，
* 0 ( 4,3 ) 0 = （甘－ wL-rK）ー （ π－wL-rKJ
を考えよう。 L＊＝企とおけば，（ 4, 3 ）式で規定されるCとL主の関係は第3
圏第 l象限の曲線 FF’のように原点に対して凸の曲線として描かれる。ただ
し，距離OF＇および OFはそれぞれ主およびπ〔企〕－ wL1c:等しい。同じ。
く第E象限l乙は， N とLとの関係が図形GG’O として描かれている。ただし，
曲線GG’の部分は（ 4, 2 ）式を示し、また直線OG〆の部分はL=NJを示
している。












ところで， Nが距離OD1から OD2Iζ増加すれば，それに応じて点 H1は曲線
HHρにそって点 H2Iζ移動し， Cは距雛B1H2 （またはAiFi ）から B2H2
｛またはA2F2）に増加する。しかるに. B1H1 /OB1 = A1F1 / A1G1 , また
B2H2 /OB2 = A2F2 / AzG2であるから．もし曲線GGが｛図示されたよう
に）ほぽ直線とみなすことができれば， B1H1/OB1<BaU2 /01わである。な
































を（ 3, 4 ｝式を修正して，




lfNN < Q，かっ θ 甘N／δL=Tl"NL>Oと仮定する乙とができる。
当面，協業経営において最適労働配分炉実現していると仮定すれば，最適構
成員数Ni;t( 8, 1 ）式を利用して
問題〔 D 〕「制約条件Nk主Kのもとで，純協業利潤率〔ず－ wL*-rK)
/Nを最大にせよ。」を解くことによって得られる。いま，
l 5, 2 ) ~〔 π－ w L*-r K〕＝πも































l * * ＂＇・ 1( 5, 4 ）古〔甘二 wL-rk〕＝川十 l云－ ON)
｛ただしCN＂＇θC／θNJを満足するNをN’とすれば， N’＞ K/kのとき，N0 
=N’であり，逆lζNF壬K/kのとき， N°=K/kである。
第4図下半部の曲線QRは（ 5, 4 ）式の左辺を示し，その極大点Pは食t乙対
応する。また曲繰MMは（ 5, 4 ）式右辺第 1項を示し，点Pを必らず通過する。



















もし， NF が十分小ととfり， N’＜K/kとなれば｛外部から借入れが可能で















{ 6, 1 ）甘 Cjl ＝甘（j）〔 N<jl,L<jl〕 （ただし， j= 1,2 ) 
を設定し， Nell=N<2JかつL<1l=L<2Jのとき，常に甘 (I）く π（2人甘(J)L< 
(27) 
甘（2) L かつ甘（！） N ＜甘（2) Nが成立すると仮定する。
さて，当面最適労働配分が実現されている協業経営を考察しよう。 ζのとき，
{ 6,2 ) 
および
＊ 
廿（ 1)[ L<ll•N ]- wL uJ＜甘（2）〔 L<2l・ N〕－ WL*(2) 
金＊ -・








E 金 権 ． 


























のとき， NCjl> KCjl/ kであるかぎり両生産万法は無差別である。
すなわち，第6図下半部における純協業利潤率曲線QiR1およびQaR2は同ー
の「高さ」をもち，距離S1U1 ＝＝距離S2U2・または
I ＊事 I * 
( 6, 5 ）会〔 π －（1J-wLc1J-rKctJ〕＝去〔 π・c2i-w L c2> 









































しかるに．距離Vz u: ＜距離81U1，また距離UiZi＞距離U1Z E である
から，距離82’U2’く距離T1U1である。他万，明らかに距離S11U1’＞距離T1U1
であるから，距隊 S11U11 ＞距離島’U2~となる。すなわち，曲線Q1 ’ R1 ’の「高さ」
は曲線Q~’ R•＇のそれよりも大となり，
{ 6, 5 ) 1ナ〔甘＊uJ-WL~l)- rK(l)-O<ll〕
i苅＜ I)




が成立する。ただし， 0<jl三＝C〔N’＜.P〕（ j==l,2）である。またN, <j）は，
*. . * 0〔il( 6, 7 ）一．〔甘＜j>-wL<j>-r K<j＞〕＝π＜.PN十（と斗ー 0<jlN) 
N¥Jl N¥jl 
の解である。


















( .7,1 ) 
1T-ctL - -
yi ＝－ー 百一一十 α［i+w([-[i ）十 r(k-k)
となる。ただし， dは協業労働一単位当り報酬率である。それゆえ，現実の協
業労働は，














もし，各傍成員が自己の労働を u倍（ u > 1 ）だけ過大lζ報告する傾向をも
っとすれば，長適なαはwでなく w/uとなる。 uが大なるほど αは小となり，



















問題〔 G〕「制約条件Nif主L のもとで， π／N1-wLを最大にせよ。」
を解くことによって得られる。











図形OEQはN1のいろいろな値 I T2 I T 











































































































TT-ru - 1, 
( 3.1 ) y ＝ー王子十 w(l －~）
であるが， K=kN+Dを利用すれば（ 3, 1 ）’式は（ 3, 1 ）式に一致し．したがって
協業化条件は依然として（ 3, 3 ）または（ 3, 3 ）’式である。
さて， kN/Kを自己資金比率と呼ぴOで示そう。そのとき， ( 3,3 ）式は
-wLπ－wl * 





















ー ＊ーー 事 ー町＊
〔τ－r<K-k)-w<L-tl〕ー〔π＋w<t-l>J>O
すなわち，
• • * * ー








舗との前提はV釦 ek〔7〕（ p . 288 -241)にしたがうものである。ただし，Vanekでは




















問題〔C〕「制約条件I主JZのもとで， 〔1'+I l j〕／N-wfを最大にせよ。J
jキi
である。しかし， l J ( jキi）が不変とみなされるときは，問題〔C’〕は







LI L0 w 
LI N -TI'l:r, 
である乙とを利用すれば．
LI C w2 







三 CNN ＝三；：－（＼ 〔－ l+CN一一一一百一 ) 
1 ~LL W 官主ι
-94ー







CN =/ （πて－ wJ一三一＜ N-1>












( 3,4 ） τ＝ 1f〔Lt, L2 〕
に修正する必要があるだろう。乙のとき，本文における仮定とは逆に雇用供給が一定の
賃金率wにおいて完全に弾力的であると仮定すれば， L• を θ甘／θL2=w を満足する



















の解CN. L Jとして与えられるであろう。他方， vのいろいろな値に対するNとLと










~ LI cη＊－ wL*)/LIN=CTTL*-w) c LILう／LIN)+ r't 
＊ p、 ＊ ＊ 一ー ＊ ＊ 一ー
であるが， L='L'のとき DL=w，またL=Nlのとき， TIL>wかっdL/LIN=z 
である。ゆえに LICIT~ wL *)/LI N>Oである。
さらtζ，
キ＊＊＊
LlnN/LIN=n NN＋πN ( LIL/ LIN) 
* A であることを利用すれば， L = Lのとき
＊＊ 
L12cn-wL>/LIN2 =cl/TT*) c n剛 TTLL一（日＊NL ) 2〕LL ~ 
＊ ー
また， L=NJのとき
キ ＊ ＊ー 一 一ー ＊ ＊ 
Ll2 cIT-wL">/LIN2 =ITLLZ2十2[ IT LN＋π向
ゆえに，いずれの場合においても，
n九HHι ＞〔汀眠） 2 
＊＊ 











































Y' ＝う庄＋βki+ w ( l -z' ) + r ( k -k' ) 
＊ 
であるから，問題〔 F〕と同様にして， (i= rのとき最適生産方法Kが達成されるであろ
う。しかし，資本への「最適分配方式」には次のパラグラフで述べられるような困難性
が存在しないζとに注意すべきである。
。 ここで「権限J とはT世田enbaum 〔6〕によって規定された「影響力」（ control ) 
の概念にほぼ等しL、。すなわち，通常の企業において各構成員の企業行動に対する「影
響力Jを縦軸にとり，横軸K構成員を「影響力Jの大きい者の順K並べると右下りの曲
































V皿ekは「労働者管理（ labor 皿 anagement）のおそらくもっとも重要な機能は単
一の集団意思 Ca single collective mind ）の条件を作り出すことであるのは明白
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